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○R5実績値及び達成率の更新 

※以下同じ 
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（中略） 

 

(ｳ) 困難を有するこどもを支援する環境づくり 

〇 障がい等のあるこどもへの支援 

‧ 障がい（発達障がいを含む。）のあるこどもとその家族が

身近な場所で早期に支援を受けることができる取組の推

進、インクルージョンの推進、特別支援教育の充実に向け

た取組  

〇 児童虐待の予防と早期発見 

‧ 児童相談所の相談体制の強化、地域における支援体制の充

実強化 

 

（中略） 

 

 

 

 

（中略） 

 

(ｳ) 困難を有するこどもを支援する環境づくり 

〇 障がい等のあるこどもへの支援 

‧ 障がい（発達障がいを含む。）のあるこどもとその家族が身

近な場所で早期に支援を受けることができる取組の推進、

特別支援教育の充実に向けた取組  

〇 児童虐待の予防と早期発見 

‧ 児童相談所の相談体制の強化、地域における支援体制の充

実強化 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

○R5実績値及び達成率の更新 

 

 

 

 

 

○文言削除（時点更新） 
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○部会意見を踏まえた修正 
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（中略） 

 

b 課 題 

○ひとり親世帯が抱える多様な問題に対応するため、母子・

父子自立支援員をサポートする弁護士の活用など、相談窓口

機能の充実を図り、適切な支援に結びつけていく必要があり

ます。 

 

 

（中略） 

 

b 課 題 

○ひとり親世帯が抱える多様な問題に対応するため、母子・

父子自立支援員をサポートする嘱託弁護士の活用など、相

談窓口機能の充実を図り、適切な支援に結びつけていく必

要があります。 
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○R5実績値及び達成率の更新 
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○文言修正（誤記修正） 
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【主な指標の達成状況】 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

（中略） 

 

 

主な指標の達成状況】 

 

 

 
 

（中略） 

 

 

 

（中略） 

 

 

○誤記修正 

 

○R5実績値及び達成率の更新 
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○R5実績値の更新 
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○R5実績値及び達成率の更新 
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（１）計画の基本目標 

「こども・若者が個人として尊重され、自分らしく幸せに

成長できる地域社会の実現」、「こどもを産みたい、育てたい

と考える個人の希望が叶えられる地域社会の実現」の２つ

を基本目標に掲げ、各般の施策を進めていくこととします。 

  この基本目標の達成に向けて、本計画期間（令和７年度

（2025 年度）～11 年度（2029 年度））内においては、前者

について、「こどもまんなか社会の実現に向かっていると思

う人の割合」70％（R5：全国 15.7％）、「こども政策に関し

て自身の意見が聴いてもらえていると思うこども・若者の

割合」70％（R5：全国 20.3％）、「こども基本法について知

っているこどもや大人の割合」（R5：こども 31.6％、大人

56.8％）の増加を図り、後者について、「安心してこどもを

育てられる環境の向上（各種調査による、環境が整っている

と思う人の割合（R5：57.2％）の増加）」を図るとともに、

出生率を全国平均（R5：全国 1.12、道 1.06）まで引き上げ

ることを目標として設定します。 

 

（中略） 

 

② こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映 

○こども・若者、子育て当事者の意見反映の促進 

‧ こども向けパブリックコメントの着実な実施など、道の施

策について、インターネットを活用するなどして、全道の

こども・若者から幅広く意見を聴き、こども・若者の意見

が道政へ反映されるよう取り組みます。 

（１）計画の基本目標 

「こども・若者が個人として尊重され、自分らしく幸せに

成長できる地域社会の実現」、「こどもを産みたい、育てたい

と考える個人の希望が叶えられる地域社会の実現」の２つを

基本目標に掲げ、各般の施策を進めていくこととします。 

  この基本目標の達成に向けて、本計画期間（令和７年度

（2025 年度）～11年度（2029 年度））内においては、前者に

ついて、「こどもまんなか社会の実現に向かっていると思う

人の割合」、「こども政策に関して自身の意見が聴いてもらえ

ていると思うこども・若者の割合」、「こども基本法について

知っているこどもや大人の割合」の増加を図り、後者につい

て、「安心してこどもを育てられる環境の向上（各種調査によ

る、環境が整っていると思う人の割合の増加）」を図るととも

に、出生率を全国平均まで引き上げることを目標として設定

します。 

 

 

 

（中略） 

 

② こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映 

○こども・若者、子育て当事者の意見反映の促進 

‧ こども向けパブリックコメントの着実な実施など、道の施策

について、インターネットを活用するなどして、全道のこど

も・若者から幅広く意見を聴き、こども・若者の意見が道政

へ反映されるよう取り組みます。 

【78頁】 

 

 

 

 

 

 

○基本目標値の設定 

※こども大綱等を勘案 
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‧ 北海道こども施策審議会に「こども部会」を設置し、こど

もの目線に立って考えた北海道の課題の解決に向けた様々

な意見を道政へ反映させるよう取り組みます。 

 

‧ 北海道こども施策審議会にこども・若者委員の参画を促進

し、道政にこども・若者の意見を反映させるための取組を

推進します。 

 

（中略） 

 

⑥ 不登校のこどもへの支援 

○支援体制の整備 

‧ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーなど

の専門家にいつでも相談できる環境の整備、ICT を活用した

学習支援、NPO やフリースクール等との連携など、不登校の

こどもとその家族への支援体制を整備します。 

 

（中略） 

 

〇子育てバリアフリー等の整備 

‧ 「北海道福祉のまちづくり条例」等に基づき、妊産婦や子育

て家庭が安心して外出できるよう、公共的施設等における

バリアフリー化を推進します。 

 

‧ 妊産婦等への配慮など社会全体が互いに思いやり助け合う

社会の実現に向け、「心のバリアフリー」化を進めるため、

‧ 北海道こども施策審議会に「こども部会」を設置し、こども

の目線に立って考えた北海道の課題の解決に向けた様々な

意見を道政へ反映させるよう取り組みます。 

 

‧ 北海道こども施策審議会に「こども・若者」委員の参画を促

進し、道政にこども・若者の意見を反映させるための取組を

推進します。 

 

（中略） 

 

⑥ 不登校のこどもへの支援 

○支援体制の整備 

‧ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーなどの

専門家にいつでも相談できる環境の整備、ICT を活用した学

習支援、NPO やフリースクール等との連携など、不登校のこ

どもへの支援体制を整備します。 

 

（中略） 

 

〇子育てバリアフリー等の整備 

‧ 「北海道福祉のまちづくり条例」等に基づき、妊産婦や子育

て家庭が安心して外出できるよう、公共的施設等におけるバ

リアフリー化を推進します。 

 

‧ 妊産婦等への配慮など社会全体が互いに思いやり助け合う

社会の実現に向け、「心のバリアフリー」化を進めるため、「マ

 

 

 

 

○文言修正（平仄合わせ） 
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○部会意見を踏まえた修正 
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「マタニティマーク」や「妊婦さんの日」、道立施設で実施

する「こどもファスト・トラック」の取組が多くの人に浸透

するよう、広報啓発に取り組みます。 

 

‧ 授乳・搾乳やおむつ交換ができる施設を登録・紹介する「北

海道赤ちゃんのほっとステーション」登録促進事業の更な

る拡大をめざし、公共施設や店舗、企業等に働きかけ、親子

が安心して外出できる環境づくりを推進するとともに、子

育て世帯に配慮した様々な企業等のサービス情報をサイト

等の活用により、わかりやすく情報発信します。 

 

（中略） 

 

⑩ 多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

○望ましい生活習慣確立のための意識啓発 

‧ 「生活リズムチェックシート」の活用や「早寝早起き朝ごは

ん運動」の推進などによる、望ましい生活習慣の定着に向け

た取組を推進します。 

 

‧ ゲームやスマホなどの長時間利用は、食事や睡眠の時間が

削られるなど発達段階にあるこどもの心や体に悪影響を及

ぼすことから、指導の充実に努めます。 

 

〇児童館活動等の促進 

‧ こどもへの健全な遊びを提供し、自主性や社会性、創造性

など情操を豊かにするとともに、子育て家庭の交流の場と

タニティマーク」や「妊婦さんの日」、道立施設で実施する「こ

どもファスト・トラック」の取組が多くの人に浸透するよう、

広報啓発に取り組みます。 

 

‧ 授乳やおむつ交換ができる施設を登録・紹介する「北海道赤

ちゃんのほっとステーション」登録促進事業の更なる拡大を

めざし、公共施設や店舗、企業等に働きかけ、親子が安心し

て外出できる環境づくりを推進するとともに、子育て世帯に

配慮した様々な企業等のサービス情報をサイト等の活用に

より、わかりやすく情報発信します。 

 

（中略） 

 

⑩ 多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

○望ましい生活習慣確立のための意識啓発 

‧ 「生活リズムチェックシート」の活用や「早寝早起き朝ごは

ん運動」の推進などによる、望ましい生活習慣の定着に向け

た取組を推進します。 

 

‧ ゲーム等への過度な依存は、食事や睡眠の時間が削られるな

ど発達段階にある青少年の心や体に悪影響を及ぼすことか

ら、指導の充実に努めます。 

 

〇児童館活動の促進 

‧ こどもへの健全な遊びを提供し、自主性や社会性、創造性な

ど情操を豊かにするとともに、子育て家庭の交流の場として

 

 

 

 

○議会議論を踏まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

【93頁】 

 

 

 

 

 

○部会意見を踏まえた修正 

 

 

 

○パブコメ意見を踏まえた修正 
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しての役割を果たすことができるよう、地域のニーズに応

じた児童館等の整備や関係機関相互の連携協力体制の構築

などを支援します。 

 

（中略） 

 

〇キャリア教育等の推進 

‧ 児童生徒一人一人のキャリア形成を育むために、キャリア・

パスポートを活用するなど、児童生徒が自身の変容や成長

の自己評価を促すキャリア教育を推進します。 

 

 

（中略） 

 

○高校等の授業料支援、高等教育段階の修学支援等経済的負

担の軽減 

‧ 経済的な理由から修学を断念せざるを得ないこどもが少な

くなるよう、各種奨学金制度等を継続するなど子育て家庭

への経済的負担の軽減を図り、こどもの修学機会の確保に

努めます。 

 

‧ 国の修学支援制度の状況等を踏まえながら、大学生や高校

生等に対する周知を図るとともに、修学機会の確保に努め

ます。 

 

 

の役割を果たすことができるよう、地域のニーズに応じた児

童館等の整備や関係機関相互の連携協力体制の構築などを

支援します。 

 

（中略） 

 

○キャリア教育等の推進 

‧ 若い世代から学ぶことや働くことの意義を理解し、望ましい

勤労観や職業観を育成するため、学校教育における職場体験

や本道基幹産業へのインターンシップ等キャリア教育の充

実を図ります。 

 

（中略） 

 

○高校等の授業料支援、高等教育段階の修学支援等経済的負担

の軽減 

‧ 経済的な理由から修学を断念せざるを得ないこどもが少な

くなるよう、各種奨学金制度等を継続するなど子育て家庭へ

の経済的負担の軽減を図り、こどもの修学機会の確保に努め

ます。 

 

‧ 国の修学支援制度の状況等を踏まえながら、大学生や高校生

等の修学機会の確保に努めます。 
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○部会意見を踏まえた修正 
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○部会意見を踏まえた修正 
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（中略） 

 

（学校における教育支援） 

‧ 社会福祉士や精神保健福祉士などの社会福祉等の専門的な

資格や知識・技術を有する者をスクールソーシャルワーカ

ーとして活用し、関係機関との連携により問題を抱える児

童生徒の置かれた環境改善に向けて働きかけます。 

‧ 公認心理師や臨床心理士などの児童生徒の心理に関して高

度に専門的な知識及び経験を有する者をスクールカウンセ

ラーとして中学校や道立高校等に配置し、いじめ・不登校等

の問題行動の未然防止、早期発見・早期対応を図ります。 

 

（中略） 

 

（就学支援の充実） 

‧ 経済的理由により、就学が困難と認められるこどもの保護

者に対し、市町村が実施している給食費、学用品費や医療費

等の援助の活用を促進するほか、高等学校等に修学が困難

な生徒や私立高等学校等への入学が困難な者に対し、奨学

金や貸付金の活用促進等、必要な支援を行います。 

 

‧ 高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す

場合に支援を行います。 

 

‧ 生徒の職業意識向上や就職指導体制の充実を図るなど、高

 

（中略） 

 

（学校における教育支援） 

‧ 社会福祉士や精神保健福祉士などの社会福祉等の専門的な

資格や知識・技術を有する者をスクールソーシャルワーカー

として活用し、関係機関との連携により問題を抱える児童生

徒の置かれた環境改善に向けて働きかけます。 

‧ 臨床心理士などの児童生徒の心理に関して高度に専門的な

知識及び経験を有する者をスクールカウンセラーとして中

学校や道立高校等に配置し、いじめ・不登校等の問題行動の

未然防止、早期発見・早期対応を図ります。 

 

（中略） 

 

（就学支援の充実） 

‧ 経済的理由により、就学が困難と認められるこどもの保護者

に対し、市町村が実施している給食費、学用品費や医療費等

の援助の活用を促進するほか、高等学校等に修学が困難な生

徒や私立高等学校等への入学が困難な者に対し、奨学金や貸

付金の活用促進等、必要な支援を行います。 

 

‧ 高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す

場合に支援を行います。 

 

‧ 生徒の職業意識向上や就職指導体制の充実を図るなど、高校

 

 

 

【104頁】 

 

 

 

 

○部会意見を踏まえた修正 
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資料２－４ 

校生の就職対策の充実を図ります。 

 

‧ 就学支援金などの周知に努め、高等学校等における授業料

に係る経済的負担の軽減を図ります。 

 

‧ 高等学校等（就学支援金の支給対象であるもののうち特別

支援学校の高等部を除く。）に通う低所得者世帯（非課税世

帯）に対し、授業料以外の教育費を支援するなど、経済的負

担の軽減を図ります。 

 

‧ 道内私立学校等を設置する学校法人が行う経済的理由によ

り修学困難な生徒に対する授業料の軽減に対して支援を行

います。 

 

‧ 生活保護世帯に対し、一定の要件の下、高等学校等への入

学料、授業料、通学費、教材費などの進学費用に対して支援

を行います。 

 

‧ ひとり親家庭のこども等が高校に就学する場合に、授業料、

書籍代、交通費等に対して支援を行います。 

 

‧ 北海道に居住するアイヌの子弟で、高等学校又は高等専門

学校に進学後、経済的な理由により修学が困難な者に対し

て支援します。 

 

‧ 北海道に居住するアイヌの子弟で、高等学校又は高等専門

生の就職対策の充実を図ります。 

 

‧ 就学支援金など、高等学校等における授業料に係る経済的負

担の軽減を図ります。 

 

‧ 高等学校等（就学支援金の支給対象であるもののうち特別支

援学校の高等部を除く。）に通う低所得者世帯（非課税世帯）

に対し、授業料以外の教育費を支援するなど、経済的負担の

軽減を図ります。 

 

‧ 道内私立学校等を設置する学校法人が行う経済的理由によ

り修学困難な生徒に対する授業料の軽減に対して支援を行

います。 

 

‧ 生活保護世帯の自立助長に効果的と認められる場合に、一定

の要件の下、高等学校等への入学料、授業料、通学費、教材

費などの進学費用に対して支援を行います。 

 

‧ ひとり親家庭のこども等が高校に就学する場合に、授業料、

書籍代、交通費等に対して支援を行います。 

 

‧ 北海道に居住するアイヌの子弟で、高等学校又は高等専門学

校に進学後、経済的な理由により修学が困難な者に対して支

援します。 

 

‧ 北海道に居住するアイヌの子弟で、高等学校又は高等専門学

 

 

【105頁】○部会意見を踏まえた修正 
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資料２－４ 

学校に進学し、遠距離通学のため高額な通学費を支出して

いる者に対して支援します。 

 

‧ 義務教育期間のこどもがいる生活保護世帯に対し、給食費

や学用品に係る費用等を支給するとともに、目的とする費

用に直接充てられるよう適切に運用します。 

 

‧ 生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護世帯を含む生活

困窮世帯のこどもに対する学習支援や居場所の提供等に取

り組みます。 

 

‧ ひとり親家庭のこどもの学習支援等を行うため、市町村が

実施するひとり親家庭等生活支援事業に対する支援を行い

ます。 

 

（削除） 

 

 

 

‧ 小・中学校及び高等学校において、外国人児童生徒等の就

学促進や日本語指導、キャリア教育等の充実に努めます。 

 

（中略） 

 

 

 

校に進学し、遠距離通学のため高額な通学費を支出している

者に対して支援します。 

 

‧ 義務教育期間のこどもがいる生活保護世帯に対し、給食費や

学用品に係る費用等を支給するとともに、目的とする費用に

直接充てられるよう適切に運用します。 

 

‧ 生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護世帯を含む生活困

窮世帯のこどもに対する学習支援や居場所の提供等に取り

組みます。 

 

‧ ひとり親家庭のこどもの学習支援等を行うため、市町村が実

施するひとり親家庭等生活支援事業に対する支援を行いま

す。 

 

‧ 児童養護施設等に入所したこどもに対する義務教育用の学

用品費、教材費、通学費、部活動費、学習塾費等の教育費に

対する支援を行います。 

 

‧ 小・中学校及び高等学校において、外国人児童生徒等の就

学促進や日本語指導、キャリア教育等の充実に努めます。 

 

（中略） 
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資料２－４ 

（就労促進に向けた支援） 

‧ 生活保護受給者の自立に向けた活動は、本人が主体的に取

り組むことが重要であることから、インセンティブが働く

ように就労活動を支援します。 

 

‧ 生活保護受給者が安定就労の機会を得たことにより保護を

脱却した場合の就労自立給付金の支給を行います。 

 

‧ 生活困窮者からの自立に関する相談に応じ、必要な情報の

提供や助言、就労の支援その他の自立に関する支援等を行

います。【再掲】 

 

‧ 生活保護受給者、児童扶養手当受給者、住居確保給付金受

給者及び生活困窮者等に対し、ハローワークと連携して就

労を支援します。 

 

‧ ジョブカフェ北海道に「マザーズ･キャリアカフェ」を設置

し、子育てをしながら働きたい女性等の就業をワンストッ

プで支援します。 

 

‧ 母子家庭等就業・自立支援センターに就業促進員、就業相

談員を配置し、就業に関する相談、技能習得、就業情報提

供、自立支援プログラム策定などの就業支援及び地域生活

に関する相談のほか、弁護士等による養育費の確保に関す

る相談など、ひとり親家庭に対する総合的な支援を行いま

す。【再掲】 

（就労促進に向けた支援） 

‧ 生活保護受給者の自立に向けた活動は、本人が主体的に取り

組むことが重要であることから、インセンティブが働くよう

に就労活動を支援します。 

 

‧ 生活保護受給者が安定就労の機会を得たことにより保護を

脱却した場合の就労自立給付金の支給を行います。 

 

‧ 生活困窮者からの自立に関する相談に応じ、必要な情報の提

供や助言、就労の支援その他の自立に関する支援等を行いま

す。【再掲】 

 

‧ 生活保護受給者、児童扶養手当受給者、住居確保給付金受給

者及び生活困窮者等に対し、ハローワークと連携して就労を

支援します。 

 

‧ ジョブカフェ北海道に「マザーズ･キャリアカフェ」を設置

し、子育てをしながら働きたい女性等の就業をワンストップ

で支援します。 

 

‧ 母子家庭等就業・自立支援センターに就業促進員、就業相談

員を配置し、就業に関する相談、技能習得、就業情報提供、

自立支援プログラム策定などの就業支援及び地域生活に関

する相談のほか、弁護士等による養育費の確保に関する相談

など、ひとり親家庭に対する総合的な支援を行います。【再

掲】 

【110頁】 
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資料２－４ 

‧ ひとり親家庭の親の就職に結びつき、かつ、生活の安定に

資する資格取得の支援を行います。 

 

（中略） 

 

（専門的支援が必要な障がい児への支援の強化） 

‧ 常時介護を必要とする障がいのあるこどもが自らが選択し

た地域で生活できるよう日中及び夜間における医療的ケア

を含む支援の充実を図るとともに、体調の変化等に応じて

一時的に利用することができる社会資源の整備を促進しま

す。 

 

‧ 本人やその家族等への適切な支援が図られるよう、北海道

医療的ケア児等支援センターが中心となり、医療的ケアが

必要なこどもを持つ家族や関係機関からの相談に対応する

ほか、支援を総合的に調整する医療的ケア児等コーディネ

ーターを養成するなど、支援体制の充実に努めます。 

 

（中略） 

 

（関係機関の連携等） 

‧ 市町村、保健センター、病院・診療所、訪問看護ステーショ

ン、児童相談所、発達障害者支援（地域）センター、障害児

相談支援事業所、保育所、認定こども園、幼稚園、学校等の

関係機関と連携を図り、支援が必要なこどもと保護者の支

援が保育所や学校そして就労等に適切に移行され、適切な

‧ ひとり親家庭の親の就職に有利となり、生活の安定に資する

資格取得の支援を行います。 

 

（中略） 

 

（専門的支援が必要な障がい児への支援の強化） 

‧ 常時介護を必要とする障がいのあるこどもが自らが選択し

た地域で生活できるよう日中及び夜間における医療的ケア

を含む支援の充実を図るとともに、体調の変化等に応じて一

時的に利用することができる社会資源の整備を促進します。 

 

 

‧ 本人やその家族等への適切な支援が図られるよう、北海道医

療的ケア児等支援センターが中心となり、医療的ケアが必要

なこどもを持つご家族や関係機関からの相談に対応するほ

か、支援を総合的に調整する医療的ケア児等コーディネータ

ーを養成するなど、支援体制の充実に努めます。 

 

（中略） 

 

（関係機関の連携等） 

‧ 市町村、保健センター、病院・診療所、訪問看護ステーショ

ン、児童相談所、発達障害者支援（地域）センター、障害児

相談支援事業所、保育所、認定こども園、幼稚園、学校等の

関係機関と連携を図り、支援が必要なこどもと保護者の支援

が保育所や学校そして就労等に適切に移行され、適切な支援

○部会意見を踏まえた修正 
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資料２－４ 

支援が引き継がれていく体制を整備します。 

 

‧ こどもの発達の遅れ、偏りについて、気づきの段階から継

続的な支援を行うため、母子保健やこども・子育て支援等の

関係者や関係機関と連携した支援を進めます。 

 

‧ 障がいの早期の発見及び支援並びに健全な育成を進めるた

め、乳幼児健康診査等の母子保健施策との緊密な連携を図

るとともに、日頃から障がいのあるこどもに関わる部局と、

子育て支援担当部局、保健医療担当部局や教育委員会との

連携を密に図る体制づくりを進めます。 

 

‧ 市町村で保健・福祉・教育等との連携を促進するため、総合

振興局・振興局が行う発達支援に関わる関係職員の研修と

教育局が行う特別支援教育に関わるセミナーを合同で開催

するなどし、関係機関における情報の共有化を図ります。 

 

（中略） 

 

が引き継がれていく体制を整備します。 

 

‧ こどもの発達の遅れ、偏りについて、気づきの段階から継続

的な支援を行うため、母子保健やこども・子育て支援等の関

係者や関係機関と連携した支援を進めます。 

 

‧ 障がいの早期の発見及び支援並びに健全な育成を進めるた

め、乳幼児健康診査等の母子保健施策との緊密な連携を図る

とともに、日頃から障がいのあるこどもに関わる部局と、子

育て支援担当部局、保健医療担当部局や教育委員会との連携

を密に図る体制づくりを進めます。 

 

‧ 市町村で保健・福祉・教育等との連携を促進するため、振興

局が行う発達支援に関わる関係職員の研修と教育局が行う

特別支援教育に関わるセミナーを合同で開催するなどし、関

係機関における情報の共有化を図ります。 

 

（中略） 
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資料２－４ 

 

 

（中略） 

 

（市町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の

取組） 

‧ 説明会や研修会を通じて、市町村におけるこども家庭支援

センターの設置を促進するとともに、設置後の支援を行う

ことで、子育て家庭等に対する支援の充実を図ります。 

 

‧ 住民からの相談に対応する市町村職員を対象とした研修の

充実を図ります。 

 

‧ 母子生活支援施設の幅広い活用を図ります。 

 

‧ こどもに関する家庭その他からの専門的な知識及び技術を

必要とする相談に対応するほか、地域による支援が適切な

 

 

（中略） 

 

（市町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の

取組） 

‧ 説明会や研修会を通じて、市町村におけるこども家庭支援セ

ンターの設置を促進するとともに、設置後の支援を行うこと

で、子育て家庭等に対する支援の充実を図ります。 

 

‧ 住民からの相談に対応する市町村職員を対象とした研修の

充実を図ります。 

 

‧ 母子生活支援施設の幅広い活用を図ります。 

 

‧ こどもに関する家庭その他からの専門的な知識及び技術を

必要とする相談に対応するほか、地域による支援が適切なケ

【102頁】○文言修正（誤記修正、る

び削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【124頁】 
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資料２－４ 

ケースについては、こどもや保護者を通所させ、あるいは必

要に応じて訪問することによって、適切な在宅指導が行え

るよう、児童家庭支援センターへの指導委託を促進し、地域

の児童、家庭の福祉の向上を図ります。 

 

‧ 児童家庭支援センターに対して、家庭等からの相談対応に

ついて積極的に技術的助言等を求めるとともに、児童家庭

支援センターと密接に連携して、市町村による地域のこど

も家庭支援の充実を図ります。 

 

 

（中略） 

 

（代替養育を必要とするこどものパーマネンシー保障に向け

た取組） 

‧ こどもの最善の利益を実現していくためのパーマネンシー

保障の理念に基づくケースマネジメントを徹底し、必要な

体制構築を進めるとともに、こどもの意向や状況等を踏ま

えつつ、こどもにとって最良の養育先とする観点から代替

養育先を検討していきます。 

 

‧ 代替養育の開始の時点から、こどもの意向や状況等を踏ま

えながら、こどもを心身ともに安全かつ健全に養育できる

よう家庭に対する支援を最大限に行って家庭復帰を目指す

とともに、それが困難な場合には、親族等による養育や特別

養子縁組に向けた対応を適切に進めます。 

ースについては、こどもや保護者を通所させ、あるいは必要

に応じて訪問することによって、適切な在宅指導が行えるよ

う、児童家庭支援センターへの指導委託を促進し、地域の児

童、家庭の福祉の向上を図ります。 

 

‧ 児童家庭支援センターに対して、家庭等からの相談対応につ

いて積極的に技術的助言等を求めるとともに、子育て短期支

援事業をはじめとした家庭支援事業を委託するなど、児童家

庭支援センターと密接に連携して、市町村による地域のこど

も家庭支援の充実を図ります。 

 

（中略） 

 

（代替養育を必要とするこどものパーマネンシー保障に向け

た取組） 

‧ こどもの最善の利益を実現していくためのパーマネンシー

保障の理念に基づくケースマネジメントを徹底し、必要な体

制構築を進めるとともに、こどもの意向や状況等を踏まえつ

つ、こどもにとって最良の養育先とする観点から代替養育先

を検討していきます。 

 

‧ 代替養育の開始の時点から、こどもの意向や状況等を踏まえ

ながら、こどもを心身ともに安全かつ健全に養育できるよう

家庭に対する支援を最大限に行って家庭復帰を目指すとと

もに、それが困難な場合には、親族等による養育や特別養子

縁組に向けた対応を適切に進めます。 

 

 

 

 

 

 

○文言修正（一部削除） 
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‧ 児童相談所全体のスキルアップを図るため、親への相談支

援等に関する所内研修を実施します。 

 

‧ 市町村と児童相談所が連携して、保護者支援プログラムを

実施する団体等と協働し、親子関係再構築支援に当たると

ともに、こどもと親が安心して地域で生活するため、親子に

関わる多様な機関等の理解促進に努めます。 

 

‧ 里親、ファミリーホーム、施設と協働しながら親子関係再

構築支援を実施します。 

 

‧ 新たに特別養子縁組のあっせん業務を行うことを希望する

民間機関に対しては、必要な助言等を行うなど、事業開始に

向けた支援に取り組みます。 

 

（里親、ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組） 

‧ こどもの最善の利益を実現していくためのパーマネンシー

保障の理念に基づくケースマネジメントを徹底し、必要な

体制構築を進めるとともに、こどもの意向や状況等を踏ま

えつつ、こどもにとって最良の養育先とする観点から代替

養育先の検討を進めます。【再掲】 

 

‧ 里親、ファミリーホームについての広報、啓発を積極的に

行うなどして、担い手となる人材確保を図ります。 

 

‧ 里親やファミリーホームの養育者、補助者に対する研修を

‧ 児童相談所全体のスキルアップを図るため、親への相談支援

等に関する所内研修を実施します。 

 

‧ 市町村と児童相談所が連携して、保護者支援プログラムを実

施する団体等と協働し、親子関係再構築支援に当たるととも

に、こどもと親が安心して地域で生活するため、親子に関わ

る多様な機関等の理解促進に努めます。 

 

‧ 里親・ファミリーホーム・施設と協働しながら親子関係再構

築支援を実施します。 

 

‧ 新たに特別養子縁組のあっせん業務を行うことを希望する

民間機関に対しては、必要な助言等を行うなど、事業開始に

向けた支援に取り組みます。 

 

（里親・ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組） 

‧ こどもの最善の利益を実現していくためのパーマネンシー

保障の理念に基づくケースマネジメントを徹底し、必要な体

制構築を進めるとともに、こどもの意向や状況等を踏まえつ

つ、こどもにとって最良の養育先とする観点から代替養育先

の検討を進めます。【再掲】 

 

‧ 里親・ファミリーホームについての広報、啓発を積極的に行

うなどして、担い手となる人材確保を図ります。 

 

‧ 里親やファミリーホームの養育者、補助者に対する研修を実

 

 

 

 

 

 

 

 

○文言修正（平仄合わせ） 

 

 

 

 

 

 

○文言修正（平仄合わせ） 

 

 

 

 

 

 

○文言修正（平仄合わせ） 
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実施するとともに、相互交流の場を設け、養育に関する専門

性の向上を図ります。 

 

‧ 市町村が持つ自治会や子育てボランティアなどとのつなが

りを活用して里親制度の周知や里親のリクルートを行うな

ど、積極的に市町村と連携を図ります。 

 

‧ 乳児院・児童養護施設や里親会などの地域資源を活用しな

がら、里親支援センターの設置を進め、里親の開拓・里親委

託の推進、里親への支援の充実を図ります。 

 

（社会的養護自立支援の推進に向けた取組） 

‧ 児童養護施設等退所児童に対し、進学のための新たな奨学

金制度の周知、活用を促すとともに、就職や進学に向けた支

度費の支給によって、生活・就労・自立のために必要な援助

を提供し、自立に向けたきめ細やかな支援を行います。 

 

 

‧ 児童養護施設等退所児童に対する自立支援を継続するた

め、基礎的な生活力を身に付けさせるための措置延長や自

立援助ホームの活用を図ります。 

 

‧ 児童養護施設等退所児童の職場への定着や就学の継続を支

援するため、児童自立生活援助事業によって、家賃や生活費

の支給を行うとともに、各施設に担当職員を配置し、相談対

応や情報提供等のアフターケアの充実を図ります。 

施するとともに、相互交流の場を設け、養育に関する専門性

の向上を図ります。 

 

‧ 市町村が持つ自治会や子育てボランティアなどとのつなが

りを活用して里親制度の周知や里親のリクルートを行うな

ど、積極的に市町村と連携を図ります。 

 

‧ 乳児院・児童養護施設や里親会などの地域資源を活用しなが

ら、里親支援センターの設置に向けた検討を進め、里親の開

拓・里親委託の推進、里親への支援の充実を図ります。 

 

（社会的養護自立支援の推進に向けた取組） 

‧ 児童養護施設等退所児童に対し、進学のための新たな奨学金

制度の周知、活用を促すとともに、就職や進学に向けた支度

費の支給や児童自立生活援助事業によって、生活・就労・自

立のために必要な援助を提供し、自立に向けたきめ細やかな

支援を行います。 

 

‧ 児童養護施設等退所児童に対する自立支援を継続するため、

基礎的な生活力を身に付けさせるための措置延長や自立援

助ホームの活用を図ります。 

 

‧ 児童養護施設等退所児童の職場への定着や就学の継続を支

援するため、家賃や生活費の支給を行うとともに、各施設に

担当職員を配置し、相談対応や情報提供等のアフターケアの

充実を図ります。 
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○部会意見を踏まえた修正 

 

 

 

 

 

○文言修正（誤記削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○文言修正（誤記追加） 
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（中略） 

（仮称）北海道こども計画における施策体系

Ⅰ　こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る

(1) こどもの権利の普及啓発

(2) こどもの権利に関する学習機会の確保

(3) 相談に対応する支援体制の充実

Ⅱ　こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、共に進めていく

② こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映 (4) こども・若者、子育て当事者の意見反映の促進

③ こども・若者の社会参加の推進 (5) こども・若者の社会参加の推進

(6) 指針を踏まえた多様な居場所づくりの推進

(7) 放課後児童の健全育成

(8) ネットいじめ対策の推進

(9) いじめ未然防止教育の推進

(10) 関係機関における連携体制の整備

⑥ 不登校のこどもへの支援 (11) 支援体制の整備

Ⅲ　こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する　

(12) 地域全体で子育て世帯を応援する気運の醸成

(13) 地域の推進体制の整備と取組の支援

(14) 地域における取組の支援

(15) 子育て支援団体等の活動の促進

(16) 父親の育児への積極的参加の促進

(17) 官民協働による地域全体での取組の促進

(18) 次世代教育の推進

(19) 子育てに配慮した住宅の供給促進

(20) 安全な道路交通環境等の整備

(21) 子育てバリアフリー等の整備

(22) 犯罪に巻き込まれない安全で安心な地域づくり等の促進

(23) 保育サービスの充実

(24) 教育・保育を支える人材の確保

(25) 教育・保育の一体的提供の促進

(26) 多様な保育サービスの提供

(27) 教育・保育の質の向上

(28) 良質なサービスの確保

(29) 地域における子育て支援体制等の充実

(30) 子育て支援等に関する情報提供

(31) 子育て支援拠点等の整備

(32) 望ましい生活習慣確立のための意識啓発

(33) 児童館活動等の促進

(34) 文化・スポーツ等に親しむ環境の整備

(35) 公園、遊び場の確保

(36) 食育の推進

(37) 木育の推進

(38) 主権者教育の推進

(39) 消費者教育の推進

(40) キャリア教育等の推進

(41) 地域特性を活かした魅力ある教育環境の整備

(42) 家庭及び社会教育への支援の促進支援の促進

(43) 経済的負担の軽減

(44) 高校等の授業料支援、高等教育段階の修学支援等経済的負担の軽減

(45) プレコンセプションケアを含む成育医療等に関する相談支援等

(46) 妊娠・出産に関する情報提供

(47) こども家庭センターの設置促進

(48) 母子保健サービスの推進体制の整備

(49) 相談体制等の整備

(50) 産後ケア体制の充実

(51) 周産期医療体制の整備

(52) 不妊・不育治療等への支援

(53) 小児医療の提供体制の整備

(54) 慢性疾患を抱えるこども・若者への支援

(55) 学童期・思春期から成人期に向けた保健体制の充実

2 ⑭ 妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保

1 ⑮ こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

4 ⑬ 子育てや教育に関する経済的負担の軽減

2 ⑨ こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実

1 ⑩ 多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり

3

⑪ 18歳成年に伴う主権者教育等の充実とキャリア教育の推進

⑫ 地域特性を活かした多様な教育機会の提供

1

⑦ 社会全体でのこども・子育て支援の取組の推進

⑧ 生活環境の整備

1

3

④ こどもの居場所づくりの推進

⑤ いじめ防止

1 ① こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等

 

 

（中略） 

（仮称）北海道こども計画における施策体系

Ⅰ　こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る

(1) こどもの権利の普及啓発

(2) こどもの権利に関する学習機会の確保

(3) 相談に対応する支援体制の充実

Ⅱ　こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、共に進めていく

② こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映 (4) こども・若者、子育て当事者の意見反映の促進

③ こども・若者の社会参加の推進 (5) こども・若者の社会参加の推進

(6) 指針を踏まえた多様な居場所づくりの推進

(7) 放課後児童の健全育成

(8) ネットいじめ対策の推進

(9) いじめ未然防止教育の推進

(10) 関係機関における連携体制の整備

⑥ 不登校のこどもへの支援 (11) 支援体制の整備

Ⅲ　こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する　

(12) 地域全体で子育て世帯を応援する気運の醸成

(13) 地域の推進体制の整備と取組の支援

(14) 地域における取組の支援

(15) 子育て支援団体等の活動の促進

(16) 父親の育児への積極的参加の促進

(17) 官民協働による地域全体での取組の促進

(18) 次世代教育の推進

(19) 子育てに配慮した住宅の供給促進

(20) 安全な道路交通環境等の整備

(21) 子育てバリアフリー等の整備

(22) 犯罪に巻き込まれない安全で安心な地域づくり等の促進

(23) 保育サービスの充実

(24) 教育・保育を支える人材の確保

(25) 教育・保育の一体的提供の促進

(26) 多様な保育サービスの提供

(27) 教育・保育の質の向上

(28) 良質なサービスの確保

(29) 地域における子育て支援体制等の充実

(30) 子育て支援等に関する情報提供

(31) 子育て支援拠点等の整備

(32) 望ましい生活習慣確立のための意識啓発

(33) 児童館活動の促進

(34) 文化・スポーツ等に親しむ環境の整備

(35) 公園、遊び場の確保

(36) 食育の推進

(37) 木育の推進

(38) 主権者教育の推進

(39) 消費者教育の推進

(40) キャリア教育等の推進

(41) 地域特性を活かした魅力ある教育環境の整備

(42) 家庭及び社会教育への支援の促進支援の促進

(43) 経済的負担の軽減

(44) 高校等の授業料支援、高等教育段階の修学支援等経済的負担の軽減

(45) プレコンセプションケアを含む成育医療等に関する相談支援等

(46) 妊娠・出産に関する情報提供

(47) こども家庭センターの設置促進

(48) 母子保健サービスの推進体制の整備

(49) 相談体制等の整備

(50) 産後ケア体制の充実

(51) 周産期医療体制の整備

(52) 不妊・不育治療等への支援

(53) 小児医療の提供体制の整備

(54) 慢性疾患を抱えるこども・若者への支援

(55) 学童期・思春期から成人期に向けた保健体制の充実

2 ⑭ 妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保

1 ⑮ こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

4 ⑬ 子育てや教育に関する経済的負担の軽減

2 ⑨ こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実

1 ⑩ 多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり

3

⑪ 18歳成年に伴う主権者教育等の充実とキャリア教育の推進

⑫ 地域特性を活かした多様な教育機会の提供

1

⑦ 社会全体でのこども・子育て支援の取組の推進

⑧ 生活環境の整備

1

3

④ こどもの居場所づくりの推進

⑤ いじめ防止

1 ① こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等
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○パブコメ意見を踏まえた修正 

「児童館」→「児童館等」 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （仮称）北海道こども計画案（新旧対照表）【原案たたき台と素案との比較】 
新（原案たたき台） 旧（素案） 備考 

 [ここに入力]  

 45 / 51 

 

資料２－４ 

（３）その他指標 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

小学校29.3%
中学校35.8%

高校33.3%
75.0% 令和9年度

新規設定

6.7%
(R4実績)

54% 令和9年度

新規設定

28市町村
(R6.5.1現在)

全市町村 令和8年度

新規設定

21か所
21か所

（現状維持）
令和11年度

新規設定

166市町村 全市町村 令和11年度

新規設定

16か所 21か所 令和11年度

新規設定

12か所 21か所 令和11年度

新規設定

70市町村 全市町村 令和11年度

新規設定

69市町村 全市町村 令和11年度

新規設定

9か所 21か所 令和11年度

新規設定

10か所 21か所 令和11年度

新規設定

－ １か所 令和11年度

新規設定

一時保護所、児
童養護施設で暮
らすこども

全社会的養護の
下で暮らすこども

令和11年度

新規設定

117 1

⑰障がい児支
援・医療的ケ

ア児等への支
援

○障がいの有

無にかかわら
ず安心してと

もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

主に重症心身障がい児を支援する放課
後等デイサービス事業所数

重症心身障がい児への支援の充
実を図るため

保育所等訪問支援事業をの実施
を促進していくため

117 1

⑰障がい児支
援・医療的ケ
ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら
ず安心してと
もに暮らすこ

とのできる地
域づくり

医療的ケア児等コーディネーターの配
置

重症心身障がい児への支援の充
実を図るため

⑭妊娠前から
妊娠期、出
産、幼児期ま

での切れ目な
い保健・医療

の確保

○周産期医療

体制の整備

地域周産期母子医療センターの整備圏
域数

発達障がい児への支援の充実を
図るため

117 1

⑰障がい児支
援・医療的ケ
ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら
ず安心してと
もに暮らすこ

とのできる地
域づくり

主に重症心身障がい児を支援する児童
発達支援事業所数

産後ケア事業の実施を促進する
ため

116 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ
ア児等への支

援

○障がいの有
無にかかわら

ず安心してと
もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

保育所等訪問支援事業所数

医療的ケア児への支援の充実を
図るため

専門的な周産期医療体制確保に
向けた取組を推進していくため

○家庭及び社
会教育への支

援の促進

家庭教育サポート企業が教育委員会等
と連携して家庭教育支援を行う市町村
の割合

協議の場の設置を促進するため

116 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ
ア児等への支

援

○障がいの有
無にかかわら

ず安心してと
もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

児童発達支援センターまたは市町村中
核子ども発達支援センターの設置数
（障がい福祉圏域に１か所以上整備）

計画期間内の速やかな設置を目
指すため

117 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ
ア児等への支

援

○障がいの有
無にかかわら

ず安心してと
もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

医療的ケア児等支援のための関係機関
の協議の場設置

99 2

⑭妊娠前から
妊娠期、出
産、幼児期ま

での切れ目な
い保健・医療

の確保

○産後ケア体

制の充実
産後ケア事業実施市町村数

99 2

新規設定の場合理由

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標

いじめ防止対策推進のため

98 2

⑭妊娠前から

妊娠期、出
産、幼児期ま

での切れ目な
い保健・医療

の確保

○こども家庭
センターの設

置促進

こども家庭センター設置市町村数

家庭教育支援促進のため

84 3 ⑤いじめ防止
○関係機関に
おける連携体

制の整備

いじめ防止に向け、スクールカウンセ
ラーや弁護士等の専門家を交えて研修
等を複数回行っている学校の割合

96 3

⑫地域特性を
活かした多様
な教育機会の

提供

難聴児への支援の充実を図るた
め

118 1

⑰障がい児支
援・医療的ケ

ア児等への支
援

○障がいの有
無にかかわら
ず安心してと

もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

難聴児支援における中核的機能を有す
る体制の整備

124 1

⑱児童虐待防
止対策と社会

的養護の推進
及びヤングケ
アラーへの支

援

○社会的養護

を必要とする
こども・若者
に対する支援

意見表明等支援事業を利用可能なこど
もの人数及び割合

こどもの意見表明支援推進のた
め  

（３）その他指標【一部調整中】 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

28市町村
(R6.5.1現在)

全市町村 令和8年度

新規設定

21か所
21か所

（現状維持）
令和11年度

新規設定

165市町村 全市町村 令和11年度

新規設定

70市町村 全市町村 令和11年度

新規設定

12か所 21か所 令和11年度

新規設定

16か所 21か所 令和11年度

新規設定

69市町村 全市町村 令和11年度

新規設定

9か所 21か所 令和11年度

新規設定

10か所 21か所 令和11年度

新規設定

－ １か所 令和11年度

新規設定

一時保護所、児
童養護施設で暮
らすこども

調整中 令和11年度

新規設定

115 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ

ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら

ず安心してと

もに暮らすこ

とのできる地

域づくり

主に重症心身障がい児を支援する放課
後等デイサービス事業所数

重症心身障がい児への支援の充
実を図るため

保育所等訪問支援事業をの実施
を促進していくため

115 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ

ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら

ず安心してと

もに暮らすこ

とのできる地

域づくり

医療的ケア児等コーディネーターの配
置

重症心身障がい児への支援の充
実を図るため

115 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ

ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら

ず安心してと

もに暮らすこ

とのできる地

域づくり

主に重症心身障がい児を支援する児童
発達支援事業所数

産後ケア事業の実施を促進する
ため

115 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ

ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら

ず安心してと

もに暮らすこ

とのできる地

域づくり

保育所等訪問支援事業所数

医療的ケア児への支援の充実を
図るため

協議の場の設置を促進するため

115 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ

ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら

ず安心してと

もに暮らすこ

とのできる地

域づくり

児童発達支援センターまたは市町村中
核子ども発達支援センターの設置数
（障がい福祉圏域に１か所以上整備）

計画期間内の速やかな設置を目
指すため

114 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ

ア児等への支

援

○障がいの有

無にかかわら

ず安心してと

もに暮らすこ

とのできる地

域づくり

医療的ケア児等支援のための関係機関
の協議の場設置

97 2

⑭妊娠前から

妊娠期、出

産、幼児期ま

での切れ目な

い保健・医療

の確保

○産後ケア体

制の充実
産後ケア実施市町村数

97 2

⑭妊娠前から

妊娠期、出

産、幼児期ま

での切れ目な

い保健・医療

の確保

○周産期医療

体制の整備

地域周産期母子医療センターの整備圏
域数

発達障がい児への支援の充実を
図るため

専門的な周産期医療体制確保に
向けた取組を推進していくため

新規設定の場合理由

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標

96 2

⑭妊娠前から

妊娠期、出

産、幼児期ま

での切れ目な

い保健・医療

の確保

○こども家庭

センターの設

置促進

こども家庭センター設置市町村数

難聴児への支援の充実を図るた
め

116 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ

ア児等への支
援

○障がいの有

無にかかわら

ず安心してと

もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

難聴児支援における中核的機能を有す
る体制の整備

122 1

⑱児童虐待防

止対策と社会

的養護の推進

及びヤングケ

アラーへの支

援

○社会的養護

を必要とする

こども・若者

に対する支援

意見表明等支援事業を利用可能なこど
もの人数及び割合

こどもの意見表明支援推進のた
め  

【144頁】○文言修正（削除） 

○指標の追加（２件） 

※教育推進計画の指標を引用 

○該当ページの修正 
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資料２－４ 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

－ 全道展開 令和11年度

新規設定

791人
2,400人(延べ)

800人(単年)
令和７年度

新規設定

100%

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定

こども向けパブ
リックコメント

の実施

こどもの意見を
施策に適切に反

映
令和11年度

継続設定

小学校
85.6%

中学校
82.6%

100.0% 令和9年度

継続設定 －

小学校
88.5％
中学校
90.0％

高校
92.8％

100.0% 令和9年度

継続設定 －

小学校
76.8％
中学校
68.9％

高校
77.2％

100.0% 令和9年度

継続設定 －

74市町村 全市町村 令和11年度

継続設定 －

27校（R5単年）
24校(単年度)

（延べ120校）
令和11年度

継続設定 －

92市町村 全市町村 令和11年度

継続設定 －

小学校
92.3%

中学校
91.2%

100.0% 令和11年度

継続設定 －

28人
(R6.4.1)

ゼロ 令和7年度

継続設定 －

小学校
80.7%

中学校
75.4%

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定 －

地域と連携した通学路の安全確保の取
組状況

⑧生活環境の

整備

3

93 3

⑨こどもの誕

生前から幼児

期までのこど

もの成長の保

障と遊びの充

実

○望ましい生

活習慣確立の

ための意識啓

発

「朝食を毎日食べている」小６、中３
の割合

88 1
⑧生活環境の

整備

○子育てバリ

アフリー等の

整備

「北海道赤ちゃんのほっとステーショ
ン」登録施設のある市町村数

89 2

⑨こどもの誕

生前から幼児

期までのこど

もの成長の保

障と遊びの充

実

○保育サービ

スの充実
待機児童数

88 1

○犯罪に巻き

込まれない安

全で安心な地

域づくり等の

促進

○支援体制の

整備

文部科学省調査の「不登校児童生徒」
のうち、「学校内外の機関等」におい
て相談・指導等を受けた児童生徒の割
合

新規設定の場合理由

84 3 ⑤いじめ防止

○関係機関に

おける連携体

制の整備

文部科学省調査の「いじめの認知件
数」のうち、「解消しているもの」の
割合

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標

127 1

⑱児童虐待防

止対策と社会

的養護の推進

及びヤングケ

アラーへの支

援

○社会的養護

を必要とする

こども・若者

に対する支援

里親支援センターの設置数

里親制度普及促進のため

－

84

87 1

⑦社会全体で

のこども・子

育て支援の取

組の推進

○次世代教育

の推進

次世代教育のための出前講座実施数
（実施校）

81 1

②こども・若

者、子育て当

事者の意見の

適切な社会反

映

○こども・若

者、子育て当

事者の意見反

映の促進

こどもの意見表明の機会の確保

⑤いじめ防止

○いじめ未然

防止教育の推

進

いじめに対する意識（全国学力･学習
状況調査において、「いじめは、どん
な理由があってもいけないことだと思
う」という設問について、「当てはま
る」と回答した小学校６年生、中学校
３年生の割合）

86 1

⑦社会全体で

のこども・子

育て支援の取

組の推進

○官民協働に

よる地域全体

で取組の促進

せわずき・せわやき隊等の組織化

85 3
⑥不登校のこ

どもへの支援

支援に携わる職員の資質向上の
ため

81 1

①こども・若

者が権利の主

体であること

の社会全体で

の共有等

○こどもの権

利に関する学

習機会の確保

学校や各学年の目標、教科等との関連
などを示した全体計画を作成し、人権
教育に取り組んでいる学校の割合

－

129 1

⑱児童虐待防

止対策と社会

的養護の推進

及びヤングケ

アラーへの支

援

○ヤングケア

ラーへの支援

道によるヤングケアラー支援に関する
研修の受講者数

 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

－ 調整中 令和11年度

新規設定

791人
2,400人(延べ)

800人(単年)
令和７年度

新規設定

集計中

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定

こども向けパブ
リックコメント

の実施

こどもの意見を
施策に適切に反

映
令和11年度

継続設定

小学校
85.6%
中学校
82.6%

100.0% 令和9年度

継続設定 －

集計中 100.0% 令和9年度

継続設定 －

集計中 100.0% 令和9年度

継続設定 －

74市町村 全市町村 令和11年度

継続設定 －

27校（R5単年）
24校(単年度)

（延べ120校）
令和11年度

継続設定 －

92市町村 全市町村 令和11年度

継続設定 －

小学校
92.3%

中学校
91.2%

100.0% 令和11年度

継続設定 －

28人
(R6.4.1)

ゼロ 令和7年度

継続設定 －

小学校
80.7%

中学校
75.4%

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定 －

地域と連携した通学路の安全確保の取
組状況

⑧生活環境の
整備

3

91 3

⑨こどもの誕
生前から幼児
期までのこど
もの成長の保

障と遊びの充
実

○望ましい生
活習慣確立の
ための意識啓

発

「朝食を毎日食べている」小６、中３
の割合

86 1
⑧生活環境の

整備

○子育てバリ

アフリー等の
整備

「北海道赤ちゃんのほっとステーショ
ン」登録施設のある市町村数

87 2

⑨こどもの誕

生前から幼児
期までのこど
もの成長の保
障と遊びの充

実

○保育サービ
スの充実

待機児童数

86 1

○犯罪に巻き
込まれない安

全で安心な地
域づくり等の

促進

○支援体制の
整備

文部科学省調査の「不登校児童生徒」
のうち、「学校内外の機関等」におい
て相談・指導等を受けた児童生徒の割
合

新規設定の場合理由

82 3 ⑤いじめ防止
○関係機関に
おける連携体

制の整備

文部科学省調査の「いじめの認知件
数」のうち、「解消しているもの」の
割合

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標

125 1

⑱児童虐待防
止対策と社会
的養護の推進

及びヤングケ
アラーへの支

援

○社会的養護
を必要とする

こども・若者
に対する支援

里親支援センターの設置数

里親制度普及促進のため

－

82

85 1

⑦社会全体で
のこども・子

育て支援の取
組の推進

○次世代教育

の推進

次世代教育のための出前講座実施数
（実施校）

79 1

②こども・若
者、子育て当
事者の意見の

適切な社会反
映

○こども・若
者、子育て当

事者の意見反
映の促進

こどもの意見表明の機会の確保

⑤いじめ防止

○いじめ未然

防止教育の推
進

いじめに対する意識（全国学力･学習
状況調査において、「いじめは、どん
な理由があってもいけないことだと思
う」という設問について、「当てはま
る」と回答した小学校６年生、中学校
３年生の割合）

84 1

⑦社会全体で

のこども・子
育て支援の取
組の推進

○官民協働に

よる地域全体
で取組の促進

せわずき・せわやき隊等の組織化

83 3
⑥不登校のこ
どもへの支援

支援に携わる職員の資質向上の
ため

79 1

①こども・若

者が権利の主
体であること
の社会全体で

の共有等

○こどもの権
利に関する学
習機会の確保

学校や各学年の目標、教科等との関連
などを示した全体計画を作成し、人権
教育に取り組んでいる学校の割合

－

127 1

⑱児童虐待防
止対策と社会
的養護の推進

及びヤングケ
アラーへの支

援

○ヤングケア

ラーへの支援

道によるヤングケアラー支援に関する
研修の受講者数
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資料２－４ 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

小学校
85.0％
中学校
78.5％

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定

小学男子
91.3%

小学女子
84.9%

中学男子
84.9%

中学女子
70.1%

小学男子
100%

小学女子
100%

中学男子
100%

中学女子
100%

令和9年度

継続設定

151市町村 全市町村 令和10年度

継続設定

250回 370回 令和13年度

継続設定 －

58.0% 100.0% 令和9年度

継続設定 －

小学校
80.4%

中学校
65.8%

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定 －

16人 20人 令和9年度

継続設定 －

小学校
94.1％
中学校
96.6％

小学校
100%

中学校
100%

継続設定 －

123,263人 18.9万人 令和9年度

継続設定 －

97.2% 100.0% 令和11年度

継続設定 －

96.9% 100.0% 令和11年度

継続設定 －

4か所 6か所 令和11年度

継続設定 －

177市町村 全市町村 令和11年度

継続設定 －

総合周産期母子医療センターの整備圏
域数

⑭妊娠前から

妊娠期、出

産、幼児期ま

での切れ目な

い保健・医療

の確保

1歳6ヶ月児健康診査受診率

卒業時に進路希望を設定できない生徒
数

体験的な学習活動を経験した生徒の割
合

96 3

⑪18歳成年に

伴う主権者教

育等の充実と

キャリア教育

の推進

○キャリア教

育等の推進

⑫地域特性を

活かした多様

な教育機会の

提供

○家庭及び社

会教育への支

援の促進

3

⑩多様な遊び

や体験、活躍

できる機会づ

くり

○文化・ス

ポーツ等に親

しむ環境の整

備

○食育の推進

⑩多様な遊び

や体験、活躍

できる機会づ

くり

○木育の推進

体育の授業以外で１週間に運動･ス
ポーツの総運動時間が60分以上と回答
した小５、中２の割合

－

94 1

⑩多様な遊び

や体験、活躍

できる機会づ

くり

○文化・ス

ポーツ等に親

しむ環境の整

備

体験活動を学校全体の計画に位置づけ
ている割合

⑩多様な遊び

や体験、活躍

できる機会づ

くり

94 1

－

－

94

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標
新規設定の場合理由

⑫地域特性を

活かした多様

な教育機会の

提供

○家庭及び社

会教育への支

援の促進

全国学力・学習状況調査で「将来の夢
や目標を持っている」という設問に、
「当てはまる」、「どちらかといえば
当てはまる」と回答した小６、中３の
割合

⑫地域特性を

活かした多様

な教育機会の

提供

○家庭及び社

会教育への支

援の促進

異なる年代（学年）や他の校種と交流
する活動を行っている学校の割合

青少年向け木育教室等の実施回数

食育推進計画作成市町村数

99 2
○総合周産期

医療体制の整
備

○教育支援1
⑯こどもの貧

困対策

⑭妊娠前から

妊娠期、出

産、幼児期ま

での切れ目な

い保健・医療

の確保

新入学児童生徒学用品等の入学前支給
の実施市町村

104

95 1

98 2

96 3

97 3

98

96 3

97 3

⑫地域特性を

活かした多様

な教育機会の

提供

○家庭及び社

会教育への支

援の促進

道立青少年体験活動支援施設の利用者
数

2

⑭妊娠前から

妊娠期、出

産、幼児期ま

での切れ目な

い保健・医療

の確保

○母子保健

サービスの推

進体制の整備

3歳児健康診査受診率

○母子保健

サービスの推

進体制の整備

 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

集計中

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定

小学男子
91.3%

小学女子
84.9%

中学男子
84.9%

中学女子
70.1%

小学男子
100%

小学女子
100%

中学男子
100%

中学女子
100%

令和9年度

継続設定

151市町村 全市町村 令和10年度

継続設定

250回 370回 令和13年度

継続設定 －

58.0% 100.0% 令和9年度

継続設定 －

小学校
80.4%

中学校
65.8%

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定 －

集計中 20人 令和9年度

継続設定 －

集計中

小学校
100%

中学校
100%

令和9年度

継続設定 －

123,263人 18.9万人 令和9年度

継続設定 －

97.2% 100.0% 令和11年度

継続設定 －

96.9% 100.0% 令和11年度

継続設定 －

4か所 6か所 令和11年度

継続設定 －

177市町村 調整中 令和11年度

継続設定 －

道立青少年体験活動支援施設の利用者
数

94 3

⑪18歳成年に
伴う主権者教

育等の充実と
キャリア教育

の推進

○キャリア教

育等の推進

⑫地域特性を
活かした多様
な教育機会の

提供

○家庭及び社
会教育への支

援の促進

卒業時に進路希望を設定できない生徒
数

体験的な学習活動を経験した生徒の割
合

⑩多様な遊び
や体験、活躍

できる機会づ
くり

○木育の推進

食育推進計画作成市町村数

新規設定の場合理由

－

－

青少年向け木育教室等の実施回数

－

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標

体育の授業以外で１週間に運動･ス
ポーツの総運動時間が60分以上と回答
した小５、中２の割合

92 1

⑩多様な遊び

や体験、活躍
できる機会づ

くり

○文化・ス

ポーツ等に親
しむ環境の整

備

体験活動を学校全体の計画に位置づけ
ている割合

⑩多様な遊び

や体験、活躍
できる機会づ

くり

⑩多様な遊び

や体験、活躍
できる機会づ

くり

○文化・ス

ポーツ等に親
しむ環境の整

備

○食育の推進92 1

92 3

新入学児童生徒学用品等の入学前支給
の実施市町村

⑭妊娠前から
妊娠期、出
産、幼児期ま

での切れ目な
い保健・医療

の確保

総合周産期母子医療センターの整備圏
域数

97 2
○総合周産期

医療体制の整
備

102 1
⑯こどもの貧

困対策
○教育支援

96 2

94 3

93 1

96 2

94 3

95 3

95 3

⑭妊娠前から
妊娠期、出
産、幼児期ま

での切れ目な
い保健・医療

の確保

⑭妊娠前から
妊娠期、出
産、幼児期ま

での切れ目な
い保健・医療

の確保

○母子保健

サービスの推
進体制の整備

3歳児健康診査受診率

○母子保健

サービスの推
進体制の整備

⑫地域特性を

活かした多様
な教育機会の

提供

○家庭及び社
会教育への支

援の促進

全国学力・学習状況調査で「将来の夢
や目標を持っている」という設問に、
「当てはまる」、「どちらかといえば
当てはまる」と回答した小６、中３の
割合

⑫地域特性を
活かした多様

な教育機会の
提供

○家庭及び社
会教育への支

援の促進

異なる年代（学年）や他の校種と交流
する活動を行っている学校の割合

1歳6ヶ月児健康診査受診率

⑫地域特性を

活かした多様
な教育機会の

提供

○家庭及び社

会教育への支
援の促進
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資料２－４ 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

94.8% 98.5% 令和11年度

継続設定 －

3.8% 1.8% 令和11年度

継続設定 －

41.4% 51.5% 令和11年度

継続設定 －

88.2%
(R4実績)

現状値を維持 令和11年度

継続設定 －

72%
(R2実績)

増加させる 令和11年度

継続設定 －

49%
(R2実績)

50.7% 令和11年度

継続設定 －

81.5%
(R2実績)

83.0% 令和11年度

継続設定 －

88.4%
(R2実績)

増加させる 令和11年度

継続設定 －

10.0%
(R4実績)

減少させる 令和11年度

継続設定 －

16.6%
(R4実績)

減少させる 令和11年度

継続設定 －

36.8%
(R4実績)

減少させる 令和11年度

継続設定 －

75市町村 90市町村以上 令和11年度

継続設定

36.1%
(R4実績)

３歳未満

３歳以上の就学前
75％

学齢期以降
50％

令和11年度

継続設定

生活保護世帯に属するこどもの高等学
校等進学率

105 1
⑯こどもの貧

困対策
○教育支援

生活保護世帯に属するこどもの高等学
校等中退率

105 1
⑯こどもの貧

困対策
○教育支援

新規設定の場合理由

115 1
⑯こどもの貧

困対策

○ひとり親家

庭等への支援

ひとり親家庭において、経済的理由
で、家族が必要とする食料を買えな
かった経験が「あった」と答えた割合

115 1
⑯こどもの貧

困対策

○ひとり親家

庭等への支援

ひとり親家庭において、経済的理由
で、電気・ガス・水道のいずれかの料
金を支払いができなかった経験が
「あった」と答えた割合

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組

1
⑯こどもの貧

困対策
○生活支援

106 1
⑯こどもの貧

困対策
○教育支援

指標

⑯こどもの貧
困対策

○保護者に対
する就労支援

ひとり親家庭の親の就業率
（母子世帯）

111 1
⑯こどもの貧

困対策
○保護者に対
する就労支援

ひとり親家庭の親の正規の職員・従業
員の割合（母子世帯）

ひとり親家庭の親の正規の職員・従業
員の割合（父子世帯）

ひとり親家庭のこどもの就園率
（保育所・幼稚園）

111 1
⑯こどもの貧

困対策
○保護者に対
する就労支援

108

○障がいの有
無にかかわら

ず安心してと
もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

北海道障がい者歯科医療協力医・協力
歯科衛生士のいる市町村数

113 1
⑯こどもの貧

困対策

○ひとり親家

庭等への支援

ひとり親家庭において、こどものこと
で困ったことや悩みがあるときに相談
する相手がいないと答えた割合

111 1
⑯こどもの貧

困対策
○保護者に対
する就労支援

ひとり親家庭の親の就業率
（父子世帯）

生活保護世帯に属するこどもの大学等
進学率

－

127 1

⑱児童虐待防
止対策と社会
的養護の推進

及びヤングケ
アラーへの支

援

○社会的養護
を必要とする

こども・若者
に対する支援

３歳未満、３歳以上の就学前、学童期
以降の里親等委託率

111 1

－

118 1

⑰障がい児支

援・医療的ケ
ア児等への支

援

 

 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

94.8% 調整中 令和11年度

継続設定 －

3.8% 調整中 令和11年度

継続設定 －

41.4% 調整中 令和11年度

継続設定 －

88.2%
(R4実績)

調整中 令和11年度

継続設定 －

72%
(R2実績)

調整中 令和11年度

継続設定 －

49%
(R2実績)

調整中 令和11年度

継続設定 －

81.5%
(R2実績)

調整中 令和11年度

継続設定 －

88.4%
(R2実績)

調整中 令和11年度

継続設定 －

10.0% 調整中 令和11年度

継続設定 －

16.6%
(R4実績)

調整中 令和11年度

継続設定 －

36.8%
(R4実績)

調整中 令和11年度

継続設定 －

75市町村 90市町村以上 令和11年度

継続設定

36.1%
(R4実績)

調整中 令和11年度

継続設定

生活保護世帯に属するこどもの高等学
校等進学率

103 1
⑯こどもの貧

困対策
○教育支援

○ひとり親家
庭等への支援

ひとり親家庭において、こどものこと
で困ったことや悩みがあるときに相談
する相手がいないと答えた割合

新規設定の場合理由

113 1
⑯こどもの貧

困対策

○ひとり親家

庭等への支援

ひとり親家庭において、経済的理由
で、家族が必要とする食料を買えな
かった経験が「あった」と答えた割合

113 1
⑯こどもの貧

困対策
○ひとり親家
庭等への支援

ひとり親家庭において、経済的理由
で、電気・ガス・水道のいずれかの料
金を支払いができなかった経験が
「あった」と答えた割合

111

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組

1
⑯こどもの貧

困対策
○教育支援

104 1
⑯こどもの貧

困対策
○教育支援

指標

⑯こどもの貧

困対策

○保護者に対

する就労支援

ひとり親家庭の親の正規の職員・従業
員の割合（母子世帯）

109 1
⑯こどもの貧

困対策

○保護者に対

する就労支援

ひとり親家庭の親の正規の職員・従業
員の割合（父子世帯）

ひとり親家庭のこどもの就園率
（保育所・幼稚園）

生活保護世帯に属するこどもの大学等
進学率

106 1
⑯こどもの貧

困対策
○生活支援

104

○障がいの有
無にかかわら
ず安心してと

もに暮らすこ
とのできる地

域づくり

北海道障がい者歯科医療協力医のいる
市町村数

109 1
⑯こどもの貧

困対策
○保護者に対
する就労支援

ひとり親家庭の親の就業率
（父子世帯）

109 1
⑯こどもの貧

困対策
○保護者に対
する就労支援

ひとり親家庭の親の就業率
（母子世帯）

1
⑯こどもの貧

困対策

生活保護世帯に属するこどもの高等学
校等中退率

－

125 1

⑱児童虐待防
止対策と社会

的養護の推進
及びヤングケ
アラーへの支

援

○社会的養護

を必要とする
こども・若者
に対する支援

３歳未満、３歳以上の就学前、学童期
以降の里親等委託率

109 1

－

116 1

⑰障がい児支
援・医療的ケ

ア児等への支
援
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○誤記修正 

※（R4実績）追記 

 

 

 

 

○指標の修正 

※「協力歯科衛生士」を追記 

 

 

 

 



 （仮称）北海道こども計画案（新旧対照表）【原案たたき台と素案との比較】 
新（原案たたき台） 旧（素案） 備考 

 [ここに入力]  

 49 / 51 

 

資料２－４ 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

98.2% 98.5% 令和11年度

継続設定

39.2% 51.5% 令和11年度

継続設定 －

89.5% 100% 令和9年度

継続設定 －

男性 29.4％
女性 83.5％

男性85.0％
女性90.0％

令和12年度

継続設定 －

61.9% 70.0% 令和11年度

継続設定 －

78.9%
（全国82.5％）

全国平均値以上 令和７年度

継続設定 －

60.5％
(R4実績)

－ －

継続設定 －

36.0％
(R4実績)

－ －

継続設定 －

729校 － －

継続設定 －

443校 － －

継続設定 －

0.1%
(R4実績)

－ －

継続設定

－

新規設定の場合理由

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標

㉓共働き・共
育ての推進、

男性の家事・
子育てへの主

体的な参加促
進・拡大

○両立のため
の環境整備

育児休業制度取得率

127 1

⑱児童虐待防
止対策と社会
的養護の推進

及びヤングケ
アラーへの支

援

○社会的養護
を必要とする

こども・若者
に対する支援

児童養護施設のこどもの大学等進学率

136

135 4

4

ひとり親家庭のうち養育費についての
取り決めをしている割合（母子世帯）

132 1

⑲こども・若

者の自殺対
策、犯罪など
からこども・

若者を守る取
組

○こども・若
者を犯罪被害
から守る環境

づくり

学校における教育の情報化の実態等に
関する調査において、「情報活用の基
盤となる知識や態度について指導する
能力」について、「できる」、「やや
できる」と回答した教員の割合

102 1
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

㉓共働き・共
育ての推進、

男性の家事・
子育てへの主

体的な参加促
進・拡大

○働きたい女
性の就労・雇

用継続支援

女性（25～34歳）の就業率

－

103 3
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

スクールカウンセラー配置校数（中学
校）

102 1
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

ひとり親家庭のうち養育費についての
取り決めをしている割合（父子世帯）

103 3
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

スクールカウンセラー配置校数（小学
校）

109 3
⑭こどもの貧

困対策
○生活支援

全世帯のこどもの高等学校中退者のう
ち、「経済的理由」で退学したものの
割合（公立）

児童養護施設のこどもの高等学校等進
学率

135 4

㉓共働き・共

育ての推進、
男性の家事・

子育てへの主
体的な参加促
進・拡大

○両立のため

の環境整備
年次有給休暇取得率

127 1

⑱児童虐待防
止対策と社会

的養護の推進
及びヤングケ

アラーへの支
援

○社会的養護

を必要とする
こども・若者

に対する支援

 

 

令和5年度実績 目標事業量 目標年次

新規・継続の別

98.2% 調整中 令和11年度

継続設定

39.2% 調整中 令和11年度

継続設定 －

集計中 100% 令和9年度

継続設定 －

男性 29.4％
女性 83.5％

男性85.0％
女性90.0％

令和12年度

継続設定 －

61.9% 70.0% 令和11年度

継続設定 －

78.9%
（全国82.5％）

全国平均値以上 令和７年度

継続設定 －

60.5％
(R4実績)

－ －

継続設定 －

36.0％
(R4実績)

－ －

継続設定 －

729校 － －

継続設定 －

443校 － －

継続設定 －

0.1%
(R4実績)

－ －

継続設定

－

新規設定の場合理由

該当
ページ

ステージ 基本方針・取組 指標

㉓共働き・共

育ての推進、

男性の家事・

子育てへの主

体的な参加促

進・拡大

○両立のため

の環境整備
育児休業制度取得率

125 1

⑱児童虐待防

止対策と社会

的養護の推進

及びヤングケ

アラーへの支

援

○社会的養護

を必要とする

こども・若者

に対する支援

児童養護施設のこどもの大学等進学率

134

133 4

4

ひとり親家庭のうち養育費についての
取り決めをしている割合（母子世帯）

130 1

⑲こども・若

者の自殺対

策、犯罪など

からこども・

若者を守る取

組

○こども・若

者を犯罪被害

から守る環境

づくり

学校における教育の情報化の実態等に
関する調査において、「情報活用の基
盤となる知識や態度について指導する
能力」について、「できる」、「やや
できる」と回答した教員の割合

101 1
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

㉓共働き・共

育ての推進、

男性の家事・

子育てへの主

体的な参加促

進・拡大

○働きたい女

性の就労・雇

用継続支援

女性（25～34歳）の就業率

－

101 3
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

スクールカウンセラー配置校数（中学
校）

101 1
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

ひとり親家庭のうち養育費についての
取り決めをしている割合（父子世帯）

101 3
⑭こどもの貧

困対策
○相談支援

スクールカウンセラー配置校数（小学
校）

108 3
⑭こどもの貧

困対策
○生活支援

全世帯のこどもの高等学校中退者のう
ち、「経済的理由」で退学したものの
割合（公立）

児童養護施設のこどもの高等学校等進
学率

133 4

㉓共働き・共

育ての推進、

男性の家事・

子育てへの主

体的な参加促

進・拡大

○両立のため

の環境整備
年次有給休暇取得率

125 1

⑱児童虐待防

止対策と社会

的養護の推進

及びヤングケ

アラーへの支

援

○社会的養護

を必要とする

こども・若者

に対する支援

 

 

【148頁】○目標値の設定 

 

○目標値の設定 

 

 

○Ｒ５実績値の更新 
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新（原案たたき台） 旧（素案） 備考 
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資料２－４ 

３ 各ライフステージの取組 

 

 

 

 

３ 各ライフステージの取組 

 

 

 

 

【149頁】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○パブコメ意見を踏まえた修正 

「児童館」→「児童館等」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （仮称）北海道こども計画案（新旧対照表）【原案たたき台と素案との比較】 
新（原案たたき台） 旧（素案） 備考 

 [ここに入力]  

 51 / 51 

 

資料２－４ 

（中略） 

 

２ 計画の点検評価 

計画の推進状況については、（仮称）北海道こども基本条例

第 11 条第７項及び少子化対策条例第 21 条並びに青少年条例

第 12条に基づき、公表します。 

（中略） 

 

 

 

（中略） 

 

２ 計画の点検評価 

計画の推進状況については、少子化対策条例第 21 条及び青

少年条例第 12条に基づき、公表します。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

【153頁】 

○文言修正（条例を追記） 

 

 

 

 

【158頁】○文言修正（表現の更新） 

 

 

 

 

○誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


